













In this paper, first of all, we conduct a historical research-wise review on how dry-field farming 
in Southern Kyusyu has been regarded in the theory of “Areal structure of Japanese Agricul-
ture”. Secondly, we clarify the trend of farming in the dry-field farming area in Southern Kyusyu, 

































































































農家所得，10a 当たり農業純生産，10a 当たり労働時間」を指標にして，これまでの「A 型（面積支配原


















































7  （田口 2008）は，以上のことを考慮してか，畑地率50％以上かつ普通畑地率40％以上の島嶼部を除いて，鹿児島県34，宮崎県
11市町村を抽出し，そこにおける野菜作付面積3ha 以上の農家について整理・分析している。
  なお，その後（杉本 2001）では，④暖地の南九州の宮崎東霧島，鹿児島北大隅，鹿児島南薩という３地帯に関しての考察はなく，
また，これらとの関連性についての叙述もなく，宮崎霧島東部地域（都城市，北諸県郡５町）と笠野原地域（鹿屋市，串良市，
高山町），綾川地域（西都市，国富町，綾町，佐土原町）を南九州畑作地域として分析対象としている。













































9  宇佐美（保志 1986）は農民の能動性，農民自身の自立化が，（農法の……磯辺俊彦）「変革主体が形成される条件」の前提，あ
るいはそれとの連関でとらえるべき，と指摘している（pp.304–304）。農民の主体形成については「労働主体 ･ 経営主体 ･ 統治主





















































































































































































































































では614ha の減少となっている。こうして１戸当たりの経営耕地面積は2000年の91a から164a へ拡大し，
前述したように畑地率は57.5％となっている。次に経営耕地規模別に貸借状況についてみると，貸付地の
ある農家は1万1,520戸と2005年に比べ778戸減少したが，経営規模別にみると1.5ha 未満層で減少，それ以
上層では微増という状況である。平均46ａの貸付状況である。
次に借地状況についてみると，借地農家は2万3,571戸と貸付農家を2倍弱上回るが，2005年に比べるな
らば1,486戸（5.9％）の減少となっている。規模別にみると2.5ha 層を境にそれ以下で減少，それ以上層で
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「世界農林業センサス」からみた南九州畑作農業経営の動向とその特徴 
増加となっている。１戸当たりの平均借地面積は120.6a であるから単純に貸付地と借地の差から70a 弱の
借地傾向（借地率35.6％）といえる。
また，耕地面積のうえで重要な鍵を握っている耕作放棄地については，2005年より417ha（12.8％）の
減少で2,846ha，耕作放棄地のある農家は7,052戸となっている。土地種類別にみると田120ha を筆頭に，
畑239ha，樹園地58ha の減少で，耕作放棄地の増加傾向には歯止めがかかっているようにみえる。
ただし，市区町村別に経営耕地面積に占める耕作放棄地の割合と農業就業人口のうち65歳以上の割合を
とって高齢化率と相関させてみると離島を中心に中心部から離れた水田地帯においても耕作放棄地率が高
く，かつ高齢化率も高い地域もみられている。近い将来，耕作放棄地の増加は予想でき，耕作放棄地を地
域でどうするのかという問題に直面するものといえる。
宮崎県は経営耕地面積2005年4万8,831ha から2010年4万7,092ha へ1,739h（3.6％）の減少で，そのうち水
田は956ha（13.6％減），畑491ha（2.6％減），樹園地は292ha（8.6％減）の減少である。鹿児島県と比べる
と減少する耕地面積に対して水田の減少割合が55.0％で，鹿児島県の87.0％よりは小さく，他方畑は28.2％
と大きくなっている。１戸当たりの経営耕地面積は2000年100a から153a へ拡大するが，畑地率は37.0％
と鹿児島県と比べると対照的な動きとなっている。
こうして経営耕地面積に占める耕地種類の状況は，鹿児島県では田30.3％，畑57.5％，樹園地12.1％，宮
崎県は田54.2％，畑37.0％，樹園地7.2％という状況で，同じ暖地・畑作農業地域といえ鹿児島県では畑が，
宮崎県では田のウエイトが大きく，土地利用のあり方は異なるようになっている。
地域的に土地利用の状況をみると鹿児島県の「大島」「熊毛」「大隅」では畑地のウエイトがそれぞれ
97.0％，75.1％，62.1％と高い。「大島」には水田なく，「熊毛」は水田17.4％，「大隅」が水田28.9％といっ
た状況にある。水田のウエイトは「鹿児島」51.4％，「北薩」57.8％，「姶良・伊佐」64.6％で高い。「都城・
三股町」は田が49.3％，畑49.2％とほぼ中間的な土地利用にある。
おわりに―まとめにかえて―
はじめに，で述べたように，本稿では南九州畑作農業の経営動向を『世界農林業センサス』の分析から
その特徴を明らかにすることが主たる課題であった。ただし，前提となっている南九州畑作農業，および
農業の地帯構成論について既存研究をレビューしただけで，分析視角に関わる本格的な検討を残したま
ま，『センサス』の地域分類・市町村レベルの分析にとどまっている。そのため，方法論的に既存研究を
踏襲しただけで，今日の畑作農業の現段階の深部を掘り起こすようなものになっていない点は心苦しい限
りである。また，紙数の関係もあり農業構造分析の要である土地利用の状況や農地の流動化，農地の賃貸
借，耕作放棄地の動向については，県レベルの分析に終わっている。鹿児島県における農業産出額の６割
を占める畜産関係，および耕畜連携などについての分析も全く行うことができなかった。後日，早急にま
とめあげたいと思う。
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